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あらまし

　2008年５月、自民党道州制推進本部は、第３
次中間報告において2015年から2017年を目処に
道州制の導入を目指すことを示した。他方、こ
れまで道州制に係るシンポジウムが開催されて
きたものの国民的論議は十分に高まっていな
い。長年温存されてきた府県制度の変革の原動
力として世論の高まりが必要であり、そのため
の国民的論議の喚起が求められる意味では、住
民の道州制に対する意向把握に関心が寄せられ
るが、知事等に対する意向把握の例はあっても
住民の意向に関する分析は少ない。
　本稿では、はじめに道州制の導入効果を整理
したうえで住民意向についての仮説を設定し、
アンケートのデータを用いてそれらの仮説を検
証した。仮説とは、「市町村規模が小さいほど
導入効果として地域活性化を期待する一方で、
道州内の地域格差を懸念する」、「市町村の自立
化を期待する住民ほど府県の改革のもとでの道
州制のプラス効果を認識する」、「政府が行うこ
とへの関心をもち政策を認識している住民ほど
道州制に対する意識が高いためその効果を認識
する」などである。
　検証の結果、府県の政策を認識する住民、市
町村の自立を期待する住民は、道州制による広
域対応や効率性確保、地域活性化の効果を認識
すること、規模・権限の異なる基礎自治体に居
住する住民の認識に道州制導入効果の差異がな
いなどの点を明らかにし、政策や権限と行政主
体に対する住民の認識不足を把握した。シンポ

ジウムでは留意されない点として、最後に、国
民的論議の喚起においては、権限や財源と行政
主体の関係に係る情報提供こそが重要であるこ
とを導出した。

₁．はじめに

　府県1を廃止し、新たに広域的な地方自治体を
創設しようとする道州制論議が再燃している。
2008年３月に、国の道州制ビジョン懇談会は概
ね10年後に道州制への移行を目指す中間報告を
とりまとめた。同様に、経済財政諮問会議の「構
造変化と日本経済」専門調査会が2008年７月２
日にとりまとめた報告書（通称：平成版前川リ
ポート）では、「道州制を10年以内に完全に実
現させる2」と明記された。また、自由民主党の
道州制推進本部は、『道州制に関する第３次中
間報告に向けて（素案）』において2015年から
2017年を目処に道州制の導入を目指すことを示
している。
　ただし、道州制論議は戦前から繰り返し叫ば
れてきたが、実行に向けた優先順位の最も高い
政策課題として俎上にのぼったことはこれまで
にない。その理由は、たとえば、道路特定財源、
暫定税率、郵政民営化など、時の政府として即
応が迫られた喫緊の政策課題があったことも事
実であるが、道州制の問題そのものが1888年以
来成しえなかった府県制度の抜本的改革を目指
すものであり、実際に制度を改革するにあたっ
てはわが国の地方のかたちのみならず、国のか
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 1   都道府県のうち東京都については他府県とは異なる都区制度であり本稿で言う「府県」や「府県制度」には含まれないことと
する。すなわち、本稿は道府県に関わる議論に限定している。

 2  経済財政諮問会議「構造変化と日本経済」専門調査会（2008）、17ページ。
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たちも変える壮大な労力が必要になるととも
に、既得権益たるある種の抵抗勢力となる府県
や国出先機関等による抵抗が生じるためでもあ
る。
　2006年２月に第28次地方制度調査会が『道州
制のあり方に関する答申』を提示した際には、
答申の最後において道州制の導入が「将来の我
が国の圏域構造のあり方を相当長期にわたり方
向付けるとともに、国民生活に相当大きな影響
を及ぼすものとなる。したがって、道州制の導
入に関する判断は、これら広範な問題に関する
国民的な論議の動向を踏まえて行われるべきで
ある。・・・中略・・・今後、国民的な論議が
幅広く行われることを期待する」と明記された。
そして、2007年からは道州制担当大臣のもとに
道州制ビジョン懇談会が設置され、その推進体
制として国民的論議の喚起のために全国の地域
ブロックごとの経済界のメンバーを中心に道州
制協議会が設置され、議論が進められた。並行
して、平成19年度は全国のブロックごとに道州
制シンポジウムが開催され、平成20年度に入っ
ても全国的にシンポジウム等意見交換会が進め
られてきた。
　このように国民的論議の必要性が声高に叫ば
れているが、住民の目からすれば、道州制の可
否について判断することはきわめて難しい。こ
れは、府県制度のどこに問題があるのか、道州
制とはそもそもどのような制度設計によるもの
かが確定的でないためである。他方で、道州制
は広域的な地方政府の行政体制を整備するため
の制度であり、住民の意向に即した政策が実施
できるように設計されるべきであるが、制度か
ら生じる政策やその効果ではなく制度そのもの
を住民の意向に即して検討する必要性があると
は必ずしもいえない。むしろ、住民の意向に即
した政策を実施できる行政体制を考えるのは、
為政者の役割という方がわかりやすい。このよ
うなことから、道州制に対する知事や自治体・
経済界の意向を調査したものはあるが、道州制
に対する住民の意向を把握するような研究は少
ない3。数少ない住民に対する意向調査として

は、（財）経済広報センターが公聴会員に向け
て2007年２月に実施した「地方自治体の機能・
役割に関するアンケート」があり、「道州制に
関心がある」66％、「道州制の導入時の地域へ
の権限や財源の移譲に賛成」46％などの結果が
得られている（経済広報センター , 2007）。
　しかしながら、国民的論議の喚起が重要であ
るのは、長年温存されてきた府県制度の変革を
実行するための原動力には世論の高まりが必要
なためである。国民的論議は最終的には道州制
の可否を判断することにつながると想定される
が、まずはどのような効果が期待されるか、基
礎自治体との関係をどのように考えるべきかな
どの点について住民の意向を詳細に分析・検証
することが前提として必要な作業である。
　そこで、本稿では、はじめに近年の道州制の
あり方に関する答申や提言等で示された道州制
の導入効果を要約したうえで、それら導入効果
に対する住民の意向について仮説を検討した。
そのうえで、住民に対して行ったアンケート調
査から得られたデータを用いてそれらの仮説を
検証した。これら一連の検証結果をふまえ、最
後に、国民的論議の喚起をめざして行われてい
るシンポジウム等意見交換会での意識啓発のあ
り方についての重要な論点を提示した。

₂．道州制の導入効果に関する議論

　道州制の導入効果に関してこれまでの答申等
ではどのように言及されてきたのであろうか。
道州制の導入効果とは、裏を返せば府県制度の
課題克服の効果であり、拙著では、先行研究の
議論をふまえ府県規模が問題視される理由とい
う文脈で「①府県の行政区域を越える広域的行
政需要に対する府県による対応の限界」、「②
サービス供給の効率性の追求」、「③二重行政の
問題の解消」、「④東京一極集中の是正を背景と
した地方分権の受け皿として相応しい広域政府
の要請」として整理したことがある（野田, 

2007: 103）。近年の提案は道州制の導入効果と

 3   知事に対する道州制に関する意向調査としては、たとえば、21世紀政策研究所（2008）第４章、日本経済新聞社産業地域研究
所編（2008）10 ～ 15ページ、あるいは自由民主党道州制推進本部が2008年６月に全国６地域に分けて府県知事（または副知事）
と行った意見交換会などがあり、市町村長に対するアンケートは、中部経済連合会（2006）、市町村長・市町村議会の正副議長・
経済界の意向を調査したものとして四国経済連合会（2006）、その他経済界に対するものとして東京商工会議所（2007）などが
ある。
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明示しているものばかりではないが、導入効果
とほぼ同義である道州制の意義や目的について
言及されており、さまざまな表現が用いられて
いるものの、上記４区分のいずれかに該当する
ものであると考えられる。
　本稿執筆時点では、たとえば、近年提示され
た答申や報告として、第28次地方制度調査会『道
州制のあり方に関する答申』（平成18年２月28

日）、自由民主党道州制調査会『道州制に関す
る第二次中間報告』（平成19年６月14日）（平成
20年５月22日には自由民主党道州制推進本部

『道州制に関する第３次中間報告に向けて（素
案）』が提示された）、日本経済団体連合会『道
州制の導入に向けた第１次提言―究極の構造改
革を目指して―』（平成19年３月28日）、道州制
ビジョン懇談会『道州制ビジョン懇談会中間報
告』（平成20年３月24日）があげられる4。
　順にみてみると、まず、第28次地方制度調査
会答申における道州制の導入効果に該当するも
のとして「道州制の検討の方向」が示されてい
る。それらは「ア．地方分権の推進及び地方自
治の充実強化」、「イ．自立的で活力ある圏域の
実現」、「ウ．国と地方を通じた効率的な行政シ
ステムの構築」であり、イについては、東京一
極集中の是正や広域行政課題への対応が含まれ
て記載されている。これらのうちアは４区分の
④に、イは①③④に、ウは②に対応する。
　なお、村上（2007）は、同答申の「道州制の
検討の方向」以外の項、たとえば、「都道府県
制度についての考え方」で示されている「市町
村合併の進展等の影響」なども含め、それらか
ら導出される道州制導入の理由づけ・目的を

「国」、「地方」、「国と地方」それぞれにとって
の目的・利点に３区分し、あくまで私見である
と断ったうえで、「国」にとってのそれは国の
役割の重点化、地方への支援の縮小、「地方」
にとってのそれは地方分権、地方自治の充実強
化、地方の政策能力・活力、「国・地方」にとっ
てのそれは行政の効率化であり、さらに大別す
れば、道州制の目的は「地方分権・地方の強化」

と「政府機構の合理化・効率化」になるとまと
めている。「国」にとっての目的・利点を明示
するなどの特徴はあるが、上記の４区分は後２
つの「地方」、「国・地方」にとっての理由づけ・
目的と対応するといえるだろう。最終的に整理
された「地方分権・地方の強化」は４区分の①
③④、「政府機構の合理化・効率化」は４区分
の②に該当する。
　次に、自民党の第二次中間報告では、道州制
の意義・目的について言及しており、それらは、

「ア．国際社会に発信できる多極多彩の活力あ
る圏域を地方に創出すること」、「イ．地方分権
を推進し基礎自治体の行財政基盤を強化するこ
と」、「ウ．効率的な行政システムを構築するこ
と」として表現されている。また、アは東京一
極集中の打破をめざすことも含意されており、
イでは、補完性に基づく地域主権の実現が意図
され、ウでは二重行政の解消、都道府県を越え
た広域行政の実現により財政効率を図ることが
示されている。４区分でみれば、アとイは④に、
ウは①②③に対応する。ちなみに自民党道州制
推進本部『道州制に関する第３次中間報告に向
けて（素案）』では、道州制で達成すべき目的
として「ア．中央集権体制を一新し、基礎自治
体中心の地方分権体制へ移行」、「イ．国家戦略、
危機管理に強い中央政府と、広域化する行政課
題にも的確に対応し国際競争力を持つ地域経営
主体としての自立した道州政府を創出」、「ウ．
国・地方の政府の徹底的な効率化」、「エ．東京
一極集中を是正し、地方に多様で活力ある経済
圏を創出」をあげており、アとエは④、イは①、
ウは②に対応する。
　日本経済団体連合会『道州制の導入に向けた
第１次提言―究極の構造改革を目指して―』で
は、道州制の意義・目的として、「ア．統治機
構の見直しを通じた政策立案・遂行能力の向
上」、「イ．地域経営の実践による選択と集中」、

「ウ．地域における行政サービスの質的向上」
をあげており、アでは権限・税財源の国からの
大幅移譲による自立的な広域自治体の実現、イ

 4   本稿執筆時点（2008年７月上旬）で利用できる提言をとりあげたが、たとえば2008年７月29日には自民党総務会が自由民主党の
道州制推進本部による第３次中間報告を了承した。また、関西経済連合会は、2008年７月17日に『分権改革と道州制に関する基
本的な考え方』を公表した。なお、日本経済団体連合会についてはその後第２次提言（日本経済団体連合会『道州制の導入に
向けた第２次提言―中間とりまとめ―』（2008年３月18日）がとりまとめられているが、第１次提言を使用した。これは、第１
次提言の方が道州制の導入効果についてより大局的な観点から整理されており、第２次提言は第１次提言を受けたものであるた
めであり、第２次提言では、むしろ「防犯・消防体制が強化される」、「地域の治安が向上する」などとより具体的な効果の整
理に力点をおいたものとなっている。
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では地域に根差した政策の企画・立案・展開と
いった自立的側面と、地域の目標達成に向けた
持てる資源の効率的活用といったサービス供給
の効率性の側面に言及している。さらに、ウで
は官の役割の最小化、簡素で効率的な行政をめ
ざすことによる行政改革を進めることに含意が
あるが、他方で、行政改革とは必ずしも相いれ
ない可能性もある行政サービスの質的向上がう
たわれている。４区分でみれば、アは④に、イ
は②と④に、ウも④に対応する。
　道州制ビジョン懇談会では、「時代に適応し
た『新しい国のかたち』をつくる」といった道
州制の理念を掲げて、その理念に基づく目的と
して「ア．繁栄の拠点の多極化と日本全体の活
性化」、「イ．国際競争力の強化と経済・財政基
盤の確立」、「ウ．住民本位の地域づくり」、「エ．
効率的・効果的行政と責任ある財政運営」、「オ．
安全性の強化」があげられている。アでは東京
一極集中の是正を念頭に、各地域の主体的な政
策対応の必要性が、イでは国際的な拠点として
の発展に向けた地域の完結性をもった経済構造
の確保により財政基盤が確立することが提言さ
れている。ウでは、国からの義務付けや関与を
なくすことにより道州の権限・責任が明確にな
ることから、住民ニーズに即した地域振興が可
能となり、あわせて徹底した情報公開をもとに
住民の政治や行政への参加が促進されることを
主張している。エでは、地域のニーズに対応し
た効率的・効果的な行財政運営が可能になるこ
とを、オでは道州制への諸機能の分担による大
規模災害時のリスク分散について言及してい
る。４区分でいえば、アは④に、イとエは②に、
オは①に対応する。ウは、強いていえば④に対
応するといえる。
　以上のように表現の相違はあるにしろ、道州
制の導入効果は、基本的には４区分で主要なも
のが網羅されていると考えられる。本稿が公表
される時期には新たに利用できる提言や報告も
出ているであろうが、４区分に含まれないもの
が唐突に提示されることは考えにくい。した
がって、これらの効果を念頭にアンケートを行
いたいと思うが、③の二重行政の解消に関して
は、地方分権の受け皿づくりや効率的な行政

サービス供給を実現するための前提としての論
点であり、行政担当者を対象とするアンケート
であるならまだしも住民に対するアンケートで
は、道州制の導入効果に含めるのに違和感もあ
る5。このことから、「効率的な行政体制強化」、

「広域的な課題への対応強化」、「地域活性化・
競争力強化」の３つをプラス効果として設定す
ることにしたい。なお、これらのうち広域的な
課題への対応強化は、道州制を導入しなくとも
府県間の広域連合の設置などの府県連携で対応
する方法もありうる。しかしながら、府県連携
における主要な取組はソフトなものが中心で府
県間の利害が衝突する社会資本整備に関する連
携には限界があることは拙著（野田, 2007：第
６章）で検証したところである。関西経済連合
会による関西広域連合に向けた注目すべき取組
もあるが、社会資本整備は広域政府に求められ
る主たる機能の一つであり、その実施には最終
的には道州制という統治単位の一元化が必要条
件であるといえる。
　一方、４区分はプラスの効果に注目したもの
であり、マイナスの効果は明らかにしていない。
従来の道州制論議でも制度導入のマイナス効果
には必ずしも目を向けてこなかった。マイナス
の効果には多様なものが想定されるであろう
が、平成の大合併の際に市の名称が消滅するこ
とへの懸念、そして構成市町村間での行政サー
ビスの格差・相違に対する不安が重大な懸案事
項であったことから、府県を廃止して創設する
道州においても同様のマイナス効果があると考
えられる。本稿では、「県名称消滅への寂しさ」
と「道州内地域格差の懸念」をマイナス効果と
して設定することとした。
　ところで、以上の道州制導入効果には住民の
意思に基づく政府の運営、住民参政という住民
自治の側面が十分に現れていない。先の第１次
分権改革において機関委任事務が廃止されたこ
とから府県は国の政策管区としての機関の位置
づけから名実ともに完全自治体となり、自治体
としてのあり方の再確認が要請されることに
なった。近年の道州制の提案においても総じて
道州は自治体という基本合意があり、自治体で
あるからには住民自治に即した統治のあり方が

 5   もちろん「二重行政の解消」も重要な道州制導入効果であることには変わりない。ただし、本稿の結論でも明らかなように住
民は自治体間の権限・事務の差異を十分に把握していないのが現状であり、そうした意味からも二重行政について住民に質問
することは難しいと考える。
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問われることになる。道州制案では、道州の長
や議員の公選制、長の多選禁止などの住民自治
と関わる項目もあげられるが、踏み込んだ住民
参政のあり方に関する議論はない。そもそも地
方分権改革において住民自治の充実は等閑視さ
れてきたと言われている（新川，2008：50－54

ページ）。
　このような中にあって、住民自治の側面から
道州制導入効果を検討すれば、たとえば、プラ
ス効果として道州制導入により住民の政策への
関心が高まること、マイナス効果として区域が
広くなるため、民意から遠ざかるという点も考
えられないではないが、現段階では住民自治と
の関係における道州制導入効果の議論が十分に
なされているとは言い難い。仮にこれらの質問
を住民に行った場合、プラス効果である道州の
政策への関心については、道州が担う事務が確
定的でない段階で回答することが難しく、その
ような状況でデータを分析すると、回答者の道
州事務に対する認識についての誤差は許容範囲
を大きく超え、それを集計する結果となる可能
性が高い。マイナス効果もアンケートの設問と
して設定できなくはないが、何をもって民意か
ら遠ざかるとするかが明確でなく、また、民意
から遠ざかるか否かが特に問題視されるのは、
住民の政策への関心がある場合においてであ
り、プラス効果とセットで分析することが有用
である。もっとも、以下の分析では、住民の市
町村や府県への関心と道州制導入効果の関係に
ついて分析を行っているため、政策に対する関
心という意味では住民自治と道州制導入効果に
係る一定の有益な示唆が得られると考える。以
上のことから、本稿では、住民自治の側面を掘
り下げた道州制導入効果の検討については今後

の課題として議論を進めることとしたい。

₃．�道州制の導入効果に関する住民意向の
把握方法

₃.₁　�道州制導入により想定されるプラ
スとマイナスの効果

　道州制の導入効果は制度導入により自動的に
生じるものではない。たとえば、府県の区域を
越える広域的行政需要に対応できるようになる
ことは道州制の効果として期待されるが、しか
しながら、そのような広域的行政需要に道州が
対応するか否かは道州政府の政策判断と実行力
にかかっている。また、道州制導入により効率
的な行政体制になることに期待が寄せられる
が、制度の検討や導入の過程で府県や国、国出
先機関等の抵抗により想定される効率化が達成
されない行政体制に落ち着く可能性もある。こ
うしたことを念頭におき、設問では「道州制の
導入により、県を越える広域的な課題への対応
を強化すべきである」、「道州制の導入により行
政改革を進め、効率的な行政体制を強化すべき
である」などというように効果を生むための広
域政府による規範的行動も含めた意向を質問す
ることとした。したがって、本稿で言うところ
の道州制の導入効果とは、「すべきである」と
いう規範的行動を含むものであることに注意さ
れたい。
　さて、先に検討した道州制導入により想定さ
れるプラス、マイナスの効果は表１に示すとお
りである。

表１　道州制の導入効果

①プラス効果 道州制の導入により、県を越える広域的な課題への対応を強化すべきである
（広域的な課題への対応強化）

②プラス効果 道州制の導入により行政改革を進め、効率的な行政体制を強化すべきである
（効率的な行政体制強化）

③プラス効果 道州制の導入により、地域の活性化や競争力の強化を図るべきである
（地域活性化・競争力強化）

④マイナス効果 県の名称がなくなるのはさびしい
（県名称消滅への寂しさ）

⑤マイナス効果 道州制が導入され、県が廃止された場合、道州内の地域格差が拡大することが心配で
ある（道州内地域格差の懸念）
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₃.₂　�道州制の導入効果に対する住民意
向の仮説

　道州制の導入効果について、住民意向の要因
を探るためにいくつか仮説を設定した。
　
　仮説１ 　小規模な市町村の住民ほど、道州制

の導入効果として地域活性化・競争力
強化を求め、逆に道州制導入に伴う地
域格差への懸念をもつ。

　
　第一は、基礎自治体の規模との関係での道州
制の導入効果の把握である。政令指定都市や中
核市、特例市よりも小規模な自治体の住民の方
が相対的に財政運営上の資源（人材、資金、権限、
情報）が脆弱であるため、地域活性化・競争力
強化を求めることが考えられる。政令指定都市
や中核市、特例市でない都市の住民は、地方自
治体が日常生活への影響力をもっていないと認
識 す る こ と を 検 証 し た 研 究 も あ る（ 名 取, 

2005）。換言すれば、小さな基礎自治体の住民
は広域政府に対して、活性化を実現するような
大きな政府を志向するという関係である。拙著
では、府県と市町村の関係において相対的な役
割が大きな府県の住民は、府県に期待し、その
ことにより投票率が高まるという関係を明らか
にした（野田, 2007：第５章）。ただし、投票率
という政治参加がなされる理由として大きな政
府志向があるとしても道州制による地域活性化
まで志向されるかはわからない。したがって、
この点について本分析の検証で明らかにするこ
ととしたい。
　
　仮説２ 　市町村の自立を志向する住民ほど、

府県の改革による効率的な行政体制の
強化、現状の府県制度で十分になされ
ていない広域的課題への対応強化、地
方の中央からの自立のうえに成り立つ
地域活性化・競争力強化を認識する。
また、市町村の自立を志向する住民ほ
ど地域格差に対しては寛容である。

　
　第二は、基礎自治体重視の地方分権改革を念
頭においたもので、基礎自治体と府県により形
成される地方政府体系に注目した道州制の導入
効果についてである。具体的には、基礎自治体

の自立化志向との関係で分析することとした
い。すなわち、基礎自治体が自立的である方が
望ましいと考える住民は、広域政府については
基礎自治体への権限移譲を求め効率化されてい
ることが望ましいと考え、また、現状の府県制
度で十分に府県連携がなされておらず、より統
合的な対応が求められる広域的課題への対応強
化が必要と考える。さらに、中央地方関係にお
いては、基礎自治体の自立化志向は基礎自治体
にとどまらず地方全体による志向として解釈さ
れ、道州制導入による国からの権限・財源移譲
を通じた地域の活性化の必要性が認識されると
想定される。その他、自立化志向が強いほどあ
る程度地域格差が生じても仕方がないと考える
ことが想定されるため、この点についても確認
することとしたい。
　
　仮説３ 　政府が行うことに対する関心や政策

に対する認識をもつ住民ほど、道州制
に対する意識が高く、あらゆるプラス
やマイナスの効果を認識している。

　
　導入効果の要因に係る第三は、政府が行うこ
とに対する住民の関心や政策に対する認識につ
いてである。政策に対する関心や認識によって、
導入効果に対する意識も異なってくることが予
想され、仮に政策に対する関心や認識が低い場
合、導入効果をあまり認識していないというこ
とになれば、政策に対する関心や認識を高める
ことが喫緊の課題となる。つまり、関心や認識
が高い住民ほど道州制について検討している確
率が高いと考えられるため、道州制のあらゆる
プラスやマイナスの効果があると回答する可能
性が高いと思われる。
　
　仮説４ 　府県に対する信頼をもつほど、府県

の名称が消滅することに対して寂しさ
を感じ、また、地域格差を心配する。
一方、市町村に対する信頼をもつ場合、
道州制の導入効果としての効率性を求
め、地域格差には寛容である。

　
　その他、基礎自治体や府県に対する信頼有無
と道州制の導入効果についても分析することと
した。基礎自治体への信頼程度のみで自立化志
向や導入効果をみるのではなく、道州制が府県
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制度を改革して導入するものであることから府
県に対する信頼程度もふまえて分析する必要が
ある。すなわち、府県に対する信頼がなく、基
礎自治体への信頼がある住民は基礎自治体の自
立化を求め、さらに広域政府の効率性効果を認
識するとともに、地域格差に対しては寛容であ
ると考えられる。
　以上が本稿で注目する道州制の導入効果に対
する住民意向の仮説である。これらの仮説を検
証するためにアンケートを実施した。まずは、
調査概要から説明し、そのうえで道州制の導入
効果についての住民の回答割合を確認したい。
さらに、各仮説に基づく変数と導入効果に係る
プラス、マイナス要因の変数との相関関係を分
析することとしよう。

₄．道州制の導入効果

₄.₁　アンケートの概要

　兵庫県の住民を対象に、ウェブアンケートを
実施し、道州制の導入効果に対する住民の意向
を把握した。ウェブアンケートは民間の調査会
社ヤフーバリューインサイトを通じてモニター
500名に対して2008年３月に実施した6。兵庫県
を対象として選んだのは、政令指定都市、中核
市、特例市、一般市、町のいずれも存在すること、
全国の中でも道州制に対して頻繁に意見を提示
する知事（井戸敏三知事）であること（あわせ
て井戸知事が現状の道州制論には反対の意向を
明示していること7）が理由である。また、技術
的理由としてウェブアンケートのモニターによ
るサンプル数を確保しやすかったことがあげら

れる。なお、兵庫県は、「新しい公」の提示や
県民参画の条例を制定するなど県民主体の県政
推進としては他府県に先んじる府県であり、兵
庫県のみのデータの分析結果によって他府県に
一般化はできないが、むしろ、住民に対する施
策に熱心な府県における住民の道州制導入効果
に対する認識を分析する意味において、他府県
の参考になるであろう。
　また、市町規模による意向の相違を把握する
ために、政令指定都市、中核市、特例市、一般市、
町である神戸市、姫路市、加古川市、三木市、
町計の住民を対象に100ずつ計500サンプルを回
収した8。町については、把握できるサンプル数
の関係から香美町、播磨町、多可町、市川町、
福崎町、神河町、稲美町、太子町、上郡町、佐
用町、新温泉町の合計とした。年齢は20歳代と
30歳代、40歳代・50歳代以上で５：５とし、男
女比については予め設定していなかったが回収
の結果、概ね５：５となった。
　具体的に、アンケートの設問は巻末に付して
いる9。

₄.₂　�道州制の導入効果についての住民
の回答割合

　道州制の導入に伴うプラスの効果「効率的な
行政体制強化」、「広域的な課題への対応強化」、

「地域活性化・競争力強化」はいずれも「そう
思う計」（「そう思う」と「どちらかといえばそ
う思う」の計）が30％以上を占めており、「そ
うは思わない計」（「どちらかといえばそうは思
わない」と「そうは思わない」の計）を大きく
超えている。

 6   インターネットによるアンケートの信頼性について疑われることがあるが、本稿で活用したウェブアンケートは調査会社が保
有するモニターに対するアンケートであり、あらかじめ回答者の属性（居住地や年齢等）ごとのサンプル数を依頼すれば、
100％回収できるようにデータ収集がなされる。このため、むしろ想定する属性の回答が集まるというメリットがあり、信頼性
について大きな問題はない。強いて問題点をあげるとすれば、ITスキルが一定ある人に偏ったサンプルになるという点がある。

 7   たとえば、日本経済新聞社産業地域研究所編（2008）や井戸敏三『道州制についての意見』（自民党道州制調査会提出資料）
2007年３月14日を参照。

 8   統計的に有意な回収サンプル数は兵庫県全体の人口では誤差５％であれば400弱となる。この400弱は人口が変化しても大きく
は変わらない。本稿の分析では500のサンプル数を確保していることから総数としては十分な回収数といえる。一方、市町別に
分析する場合は市町ごとに400弱の回収サンプル数が必要となり、本稿のように５区分の自治体規模別で分析するなら全体では
2000弱の回収サンプル数の確保が理想的となる。ただし、本稿では調査費用面の問題で2000の回収数を確保することができな
かった。しかしながら、本分析の市町単独での回収数100でも概ねの傾向の分析は可能と考える。多くの自治体で実施される市
民アンケートでも総数で400弱の回収数はあるものの、年齢別や居住校区別クロス集計を行う際に各階層で400弱のサンプルが
ないことがほとんどで、そうした場合でも概ねの傾向は把握できると解釈されることは一般的である。こうしたことから本稿
の自治体規模別の分析では必ずしも統計的に十分なサンプル数ではないが、概ねの傾向を把握できると考えて分析している。

 9   実際の調査では、道州制に関する設問以外の設問も設定したが、巻末には道州制関連の設問のみ掲載している。
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　他方、マイナスの効果についてはどうであろ
うか。「県名称消滅への寂しさ」、「道州内地域
格差の懸念」はそれぞれ「そう思う計」が半数
を超えており、多くの住民がマイナスの効果を
認識していることがわかる。「道州内地域格差
の懸念」は、「県名称消滅への寂しさ」と比べ
て「どちらともいえない」の割合が高いことも

あり、双方のマイナス効果における「そう思わ
ない計」の割合には開きがある。
　なお「どちらともいえない」はマイナス効果
に比べてプラス効果で多く、プラス効果につい
てはいずれも半数弱を占めている。このことか
ら、マイナス効果に比べればプラス効果に対す
る認識は相対的に難しいといえる。

表２　道州制の導入効果についての回答割合

₄.₃　仮説の検証

　自治体規模と道州制の導入効果の相関係数は
表３のとおりである。仮説１では、小規模な市
町の住民ほど道州制導入による活性化の効果を
求め、地域格差については懸念をもつと想定し
ていたが、驚いたことに、いずれの相関係数の
値も非常に小さく、規模と効果の間には相関が

あるとはいえない結果となった。換言すれば、
小さな基礎自治体の住民ほど、広域政府に対し
て道州制導入による地域活性化を念頭においた
大きな政府志向であるという関係は否定され
る。政治参加がなされる理由としての府県への
大きな政府が志向されたとしても道州制による
地域活性化までは志向されないということであ
る。

表３　自治体規模と道州制の導入効果の相関係数

　仮説２について、市町の自立化を志向する住
民は、広域政府の効率的な行政体制強化、広域
的課題への対応強化、地域活性化・競争力強化
を求め、地域格差に対しては寛容であろうか。

結果は表４のとおりであり、本稿では市町への
権限・財源移譲という意味で自立化志向を捉え
ている。この結果、自立化志向の住民は、効率
性効果に加えて、広域的課題への対応、地域活

（注）無相関の検定の結果、各変数間は相関がないという仮説を棄却できなかった。
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性化・競争力強化の効果を認識しており、さら
にはすべてのマイナスの効果も認識しているこ
とがわかる。県名称消滅や地域格差の懸念と
いったマイナス効果はプラス効果よりも係数が
低いもののそれでも正であり、地域格差に対し

て寛容という仮説とは逆の結果となった。地域
格差の懸念を除き、係数は、国からの移譲を求
める回答よりも県からの移譲を求める回答の方
が若干高いという特徴もある。

　仮説３については、表５のとおり、政策に対
する認識をもつ住民ほど、あらゆるプラス効果
を認識するという意味では合致しているが、マ
イナス効果については「市町の行政サービスや
政策の内容を認識している」住民において地域
格差への懸念が有意であるのみでその他は有意
でない。政府が行うことに対する関心に至って
は、プラス・マイナスの効果とも正の相関を想
定した仮説とは合致していない。結果は、関心
がない住民が効率的な行政体制を求め、県名称
消滅の寂しさは感じないことが明らかになった

表４　権限・財源移譲意向と道州制の導入効果の相関係数

（注）無相関の検定：* :5%  **:1%、以下の表も同じ。

が、このこと自体は理解できる論点である。一
方で、「市町が行うことには関心がない」住民
が「地域活性化・競争力強化」について有意に
正の関係となっている。自らが居住する市町の
政策対応能力の限界を念頭に地域活性化をめざ
すということであろうか。自治体規模と効果の
間には明確な関係性が見出されなかったことか
ら、自治体規模に関係なく市町全般の政策対応
能力の無力さを「関心がない」というかたちで
認識して地域活性化を望んだと考えることがで
きる。

表５　政策に対する認識・関心と道州制の導入効果の相関係数

表６　市町・県・国に対する信頼と道州制の導入効果の相関係数
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　また、仮説４については表６のとおりであり、
信頼と県名称消滅への寂しさの正の関係が明ら
かにされている。自治体を信頼するほど県の名
称がなくなることに寂しさを感じるということ
であるが、当然のことながら県に対する信頼の
方が市のそれよりも係数が高い。参考までに国
に対する信頼と効果の相関係数を掲載している
が、国に対する信頼においても県名称消滅への
寂しさのみ有意で、県に対する信頼の係数より
は低い。ただし、仮説のうち、「県に対する信
頼をもつほど地域格差を心配する」、「市町に対
する信頼をもつほど道州制の導入効果としての
効率性を求め、地域格差には寛容である」といっ
た関係は見出されない。

₄.₄　ロジット分析による仮説の検証

　相関係数による分析では仮説２の自立化志向
である住民は道州制のプラスとマイナスすべて
の導入効果を認識すること、政策に対する認識
のある住民は道州制導入によるプラス効果を認
識すること、県を信頼する住民は県名称消滅を
寂しく思うことなどが明らかになった。これら
の結果は単相関係数による検証で把握されたも
のである。２変数間の関係に影響を与える他の
変数がコントロールされていない状態での総合
効果が相関係数となる。ここでは、より詳細に
検証結果を明示するために、他の変数をコント
ロールしたうえでの注目の変数単独の効果を把
握するためにロジット分析を行った。分析にあ
たっては、住民の属性に関する変数として年齢
と性別を含めて検証した。
　独立変数は、変数間での相関が高く多重共線
関係や抑圧変数の関係が生じている可能性の高
いものはいずれかを削除することとした。具体
的にそうした変数間は、国や県への「権限・財
源移譲」、国・県・市町の「政策の認識」、国・県・
市町が行うことの「関心」、国・県・市町に対
する「信頼」があげられ、すべて県の「権限・
財源移譲」、「政策の認識」、「関心」、「信頼」を
利用することとした。
　目的変数、説明変数とも「そう思う」と「ど
ちらかといえばそう思う」を１、「どちらとも
いえない」、「どちらかといえばそうは思わな
い」、「そうは思わない」を０、うち行政に対す

る信頼の設問では、「大いに信頼している」と「ま
あ信頼している」を１、「どちらでもない」、「あ
まり信頼していない」、「ほとんど信頼していな
い」を０というように、すべて１、０に変換した。
　分析の結果は表７のとおりである。まず、仮
説１についてであるが、単相関の分析では自治
体規模と道州制導入効果の間には何らの関係も
なかったが、ロジット分析においてもほぼ同様
である。なお、ロジット分析では10％有意まで
みていることもあり、町の地域活性化・競争力
強化がマイナスで10％有意となっている。単相
関分析でのこれらの変数間の関係は無相関の仮
説を棄却しなかったものの同じくマイナスであ
る。小規模自治体において当該効果をマイナス
に認識していることは解釈が難しい。
　仮説２について単相関の分析ではプラス、マ
イナスのいずれの効果も正の関係が見出された
が、ロジット分析でも同じくすべてで正の関係
を把握できる。したがって、自立化志向の住民
は道州制導入による広域的対応、効率性確保、
地域活性化・競争力強化のいずれのプラス効果
も認識し、県名称消滅への寂しさや地域格差の
懸念といったマイナス効果には寛容でなくむし
ろ一定認識していることがわかる。
　仮説３についてはどうであろうか。県の政策
の内容を認識している住民は、すべてのプラス
効果を認識する一方でマイナス効果は認識して
おらず、単相関分析の結果と同一である。県が
行うことに関心がない住民は県名称消滅への寂
しさに対してはマイナスで有意であることから
全く認識していない点、効率的な行政体制強化
を認識するという点も単相関分析の結果と同じ
である。
　仮説４については、単相関分析の結果と同じ
く、県に対して信頼している住民と県名称消滅
への寂しさの関係のみ有意に正であり、他はす
べて有意でなかった。
　以上のとおり、ロジット分析で確認した有意
性と正負の関係は単相関分析の帰結と同様であ
るが、各独立変数間の比較を行うために各変数
が１単位変化した場合に目的変数の確率がどの
程度変化するかを把握する限界効果を算出し
た。結果は表８のとおりで、県から市町への権
限・財源移譲意向（自立化志向）をもつ住民が
いずれの効果においても高いことがわかる。ま
た、プラス効果のみに限定すれば、県の政策に
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対する認識は最も値が高くなっている。県名称
消滅への寂しさにおいては、20歳代や県に対す

る信頼をもつ住民の限界効果が高い。

表７　道州制の導入効果に関するロジット分析の結果

表８　道州制の導入効果に関するロジット分析による限界効果
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₅．検証結果のまとめ

　ここまでの検証により、市町規模別の住民に
よる道州制導入効果の認識には明確な関係性が
見出せないこと、自立化志向（県から市町への
権限・財源移譲意向）をもつ住民はすべてのプ
ラスとマイナスの効果を認識するとともに、そ
の限界効果も高いこと、また、県の政策を認識
する住民はすべてのプラス効果を認識し、さら
に限界効果が高いこと、その他、県名称消滅へ
の寂しさは特に県を信頼している住民が感じて
いることが明らかになった。
　自治体規模と効果の間に何らの関係性も見出
せないのは、現在の市町規模別の権限やそこか
ら導かれる政策対応能力に加え、県が行ってい
る事務や権限・支出多寡の状況、そして、県と
市町のあるべき役割分担について住民がイメー
ジできていないことの表れでもある。そもそも
行政職員や地方自治の専門家であっても県や市
町村の事務や権限の細部にまで通じ県と市町村
の役割分担のあり方について一定の基準を見出
せている人は少ないと思われる。
　自立化志向である住民は、自市町村のことは
最も身近な政府である自市町村が中心となって
事務・権限を担い、そのための財源が必要と考
えている。その意味において補完性の原理が是
認される。自治体規模と効果の関係が見出せな
いことから、現状の事務・権限、財源の水準を
認識していないと考えられるが、そうした現状
はさておき、自立化志向である住民は、今後の
基礎自治体の自立化を権限と財源の両面でもつ
べきだと期待する人である。このような人はす
べてのプラスとマイナスの効果を認識する。自
立化志向である場合に、現行府県制度の課題を
認識し、広域的課題への対応や効率性確保、地
域活性化が必要と考えることは当然に想定でき
るが、他方で県名称消滅や道州内地域格差を懸
念するのは理解が難しい。限界効果の値はマイ
ナス効果がプラス効果よりも小さいが、それで
もマイナス効果の係数は一定の大きさがあり、
現行府県制度の課題を念頭に道州制導入の妥当
性を認識しつつも県消滅に賛同しないというよ
りは県名称消滅を単に寂しく思っているに過ぎ
ないのかもしれない。また、アンケートでは設
計者の主観が入り込む余地を極力少なくするた
めに論理チェックをあえて行っていない。しか

し、設問で２層制であることを示していないた
め、道州制導入が県廃止を伴うことを回答者に
理解してもらえなかった可能性も考えられる。
いずれにせよ、基礎自治体の自立化と地域格差
の是正や府県維持が両立しうると考えられてい
るようだ。
　県の政策に関心がない住民が効率的な行政体
制強化の効果を認識するという結果は、県の政
策に関心がない人は県に期待をしておらず現行
の府県制度を問題視し、府県制度の改革のもと
に実現される効率性を求めていると考えること
ができる。ロジット分析では相関が高い変数間
において、変数「市町が行うことに関心がない」
を削除することになったが、単相関の分析では、
市町が行うことに関心がない住民は、市町全般
の政策対応能力に問題を感じ、道州制導入によ
る地域活性化の効果を期待することが導出され
た。そのような住民は府県制度の維持を望むの
ではなく、県の政策に関心がない住民と同じく
府県制度の改革のもとに実現される効率性を求
めていることをここに明記しておこう。
　他方で、県の政策を認識している住民がプラ
スの効果を認めるという結果は、現行の府県制
度を問題と感じ改革が必要と考えるといった

「関心と効果の関係」にも通じる。異なる点は、
県の政策を認識している住民は効率性だけでな
く、広域的な課題対応の不十分さや地域活性化
の可能性を認識しているということである。こ
のことは、県の政策に対する住民の認識を高め
る取り組みを熱心に行えば、府県制度の課題を
認識する住民が増加することを意味する。あわ
せて基礎自治体の事務・権限・財源、県との役
割分担のあり方についても積極的に住民に啓発
すれば、自治体規模と道州制導入効果の関係が
有意になる可能性もある。
　最後に、県を信頼している住民は、県名称消
滅への不安を抱いている点についてであるが、
県の政策を認識している住民ほど、あるいは県
が行うことに関心をもつ住民ほど県に対する信
頼をもつという関係は見出せない。そもそも変
数間の相関係数が高い場合同じ推定式に含める
ことは問題であるため、あらかじめ相関係数が
高い変数はいずれかを除いているのであり、ロ
ジット分析の推定式でとりあげられた独立変数
間は相関が低い。むしろ、重要なことは変数間
の相関が高くあらかじめ削除した変数である
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「国に対する信頼」及び「市町に対する信頼」
と「県に対する信頼」の関係である。つまり、
府県に対して信頼している住民は、国や市町村
も含む行政一般に信頼しているのであり、お上
の行うことを信頼するという感覚をもつといえ
る。県名称消滅への不安を抱く住民は、改革に
より新たにプラスの効果があるにしても、元来
あるものがなくなることに対して不安を抱く住
民であり、そうした住民はどのような制度設計
においても一定の割合は存在するのかもしれな
い。ただし、行政の政策や政府間の役割分担等
に対する住民の認識を高める取り組みを熱心に
行うことで、県消滅に対する不安解消に向かう
可能性が否定されるものではない。
　以上の結果は、県民主体の県政推進としては
他府県に先んじる兵庫県での検証結果であり、
他府県の状況と異なる点もあろうが、先行的に
住民施策を行う兵庫県でさえ政策や政府間の役
割分担に対する住民の認識に問題があることが
露呈したことになる。

₆．道州制に関する意識啓発のあり方

　本稿では、住民アンケートのデータを用いて
住民からみた道州制の導入効果について検証し
た。検証結果をふまえ、最後に道州制に関する
国民的論議を喚起するために行われている意識
啓発のあり方について重要な論点を提示してお
きたい。具体的には、「現行府県制度の維持」、「道
州制の導入」の双方の立場から以下のように整
理することができる。
　現行の府県制度の存続を求めるためには、府
県が行うことに関心がない住民に関心をもって
もらい、府県の役割の意義を示していくことが
求められる。もっとも、府県が行うことに関心
がない住民が関心をもった場合、効率的な行政
体制強化への志向を弱めるとは必ずしもいえな
い。関心がないと回答した理由は府県に期待し
ていない現れであると考えれば、府県を改革す
べきであるという方向で関心をもつ可能性も考
えられるためである。ただし、関心がない状況
で府県の役割を主張できないなかにあっては、
関心をもってもらう方向で府県の役割の意義を
明示する他はない。そのような意義を明示する
ためには、府県や基礎自治体、一部事務組合等

の広域行政組織、国・その出先機関等が行う事
務・権限・財源、府県と他の組織の関係、府県
ではなく道州制を導入した場合の課題や効果に
ついて住民に具体的に説明していくことが求め
られる。府県のアイデンティティや地域性、歴
史、文化などに係る意識喚起の重要性を無視す
るわけではないが、そうした議論よりもそもそ
もどのような権限・財源をどの主体が保有して
おり、その結果としてなされているまちづくり
や今後の地域のあり方を認識できてはじめて府
県の役割の意義を見出すことができる。残念な
がら、府県は基礎自治体や国よりも関心がもた
れていないというのが現状の課題である（野田, 

2008：246－249）。第一次分権改革により完全
自治体になったとされる府県に関心がないとい
う点は、府県は自治体になりきれていないと疑
念を抱かざるを得ない。道州制は区域の広域化
を意味することから住民自治の要素が薄れると
いう側面よりも道州制導入により住民に対して
政策に関心をもってもらうことがむしろ住民自
治の前提になると思われる。今後、府県が権限
や財源の状況を示すデータによりいかにして住
民に自らの役割の意義を明示できるかにかかっ
ている。
　片や道州制導入に向けた意識啓発を進めるう
えでも府県や基礎自治体、あるいは国等の権限・
財源の状況、役割分担に加えて、道州制導入の
効果を示していくことが必要であることは言う
までもない。表２においてプラス効果はマイナ
ス効果に比べて相対的に認識が難しいことを述
べたが、まさに権限・財源と役割分担が不明確
であり認識できず、その結果、制度導入の効果
を見極めるのが困難なことによる。そうした点
は既知のこととして、自立化志向である住民が
道州制のプラスのみならずマイナス効果も認識
していることを前提に、プラス効果の一方でマ
イナスの影響を抑制する方策を打ち出すことが
必要となる。たとえば、県名称消滅への不安を
和らげるために、道州制導入後は県の組織は廃
止するが住所の名称として県名を維持したり、
もしくは現行の府県よりも極力簡素にした組織
として府県の区域ごとに道州の出先となる総合
事務所を設置することなどの方策が考えられ
る。
　以上は、これまでに実施されてきたシンポジ
ウム等では必ずしも焦点が当てられているとは
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いえない点であるが、住民が道州制を理解する
ためには必要条件となる論点である。権限や財
源に係る制度の論議は住民にとってはやや細か
すぎるともいえる。しかしながら、民主的な広
域政府の創設をめざした簡素な制度設計に移行

するためにも、現状の事務権限等と主体の関係
があまりに複雑であり、非効率であることの認
識が要請されるのであり、そのためにはやはり
権限や財源と行政主体の関係に係る情報が必要
であるとえよう。

質問　あなたは、次の点について同感しますか。あなたのお考えに最も近いものを１つ選んでください。

選択肢　そう思う、どちらかといえばそう思う、どちらともいえない、
　　　　どちらかといえばそうは思わない、そうは思わない

＜道州制導入のマイナス効果＞
・県の名称がなくなるのはさびしい（県名称消滅への寂しさ）
・ 道州制が導入され、県が廃止された場合、道州内の地域格差が拡大することが心配である（道州内地域格差

の懸念）
＜道州制導入のプラス効果＞
・道州制の導入により行政改革を進め、効率的な行政体制を強化すべきである（効率的な行政体制強化）
・道州制の導入により、県を越える広域的な課題への対応を強化すべきである（広域的な課題への対応強化）
・道州制の導入により、地域の活性化や競争力の強化を図るべきである（地域活性化・競争力強化）
＜基礎自治体の自立化志向＞
・市町が自立的に行政運営を行うために、市町に、県から財源や権限をもっとおろすべきである
・市町が自立的に行政運営を行うために、市町に、国から財源や権限をもっとおろすべきである
＜政策に対する認識＞
・市町の行政サービスや政策の内容を認識している
・県の行政サービスや政策の内容を認識している
・国の行政サービスや政策の内容を認識している
＜政策に対する関心＞
・国が行うことには関心がない
・県が行うことには関心がない
・市町が行うことには関心がない

＜信頼＞
　あなたは、現在お住まいの市町と県、また国について、どの程度信頼していますか。あなたのお考えに最も
近いものを１つ選んでください。

選択肢　大いに信頼している、まあ信頼している、どちらでもない、
　　　　あまり信頼していない、ほとんど信頼していない
・市町
・県
・国

＜属性＞
あなたの年代をお答えください。
選択肢　20代、30代、40代、50代以上

あなたの性別をお答えください。
選択肢　男性、女性

あなたがお住まいの地域をお答えください。
選択肢　神戸市、姫路市、加古川市、三木市、美方郡香美町、加古郡播磨町、多可郡多可町、
　　　　神崎郡市川町、神崎郡福崎町、神崎郡神河町、加古郡稲美町、揖保郡太子町、
　　　　赤穂郡上郡町、佐用郡佐用町、美方郡新温泉町

アンケートの設問内容
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